矢橋帰帆島大規模太陽光発電施設　設置運営事業者募集要項
１　募集の目的

再生可能エネルギーの振興と地域経済の活性化に資するため、滋賀県が所有する未利用地において、大規模太陽光発電施設の設置および運営管理等を行う事業者を募集します。

２　用語の定義

本公募要項において以下のとおり用語を定義します。

（１）事業者

　　　法人または複数法人等で構成する連合体

（２）応募者

本募集要項に基づき、滋賀県が行うプロポーザル方式の公募に参加する事業者

（３）事業候補者
応募者のうち、滋賀県が設置する矢橋帰帆島大規模太陽光発電事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において選定された事業者

（４）設置事業者
大規模太陽光発電施設設置に係る目的外使用許可を受け、滋賀県と協定を締結した事業

候補者

３　募集提案の概要

（１）事業の名称
矢橋帰帆島大規模太陽光発電施設設置運営事業
（２）募集の対象

矢橋帰帆島において行う大規模太陽光発電施設の設置運営に係る企画提案

（３）事業期間

発電事業を行う期間は、国の定める再生可能エネルギー固定価格買取期間以内とし、これ

に、太陽光発電施設の設置に要する期間および当該施設の撤去ならびに原状回復に要する期
間を加えた期間とします。
（４）事業目的
大規模太陽光発電施設による売電を基本とします。
（５）設置対象場所（別紙　「提供用地図」のとおり）
矢橋帰帆島（滋賀県草津市矢橋町字帰帆2108番地）内の提供用地図を利用した計画とします。
なお、矢橋帰帆島は都市計画法上の都市計画区域内、市街化調整区域です。
（６）大規模太陽光発電施設の仕様等
大規模太陽光発電施設の仕様は応募者の提案によるものとします。
（７）納付金等
　　ア　設置事業者は、対象地において太陽光発電事業を実施する対価として、納付金に消費税を加算した額を、毎年度、県が指定する期日までに納入することとします。

　　なお、納付金は応募者からの提案によるものとしますが、単価は年間１００円/㎡以上とし、事業期間中一定の額とします。
イ　設置事業者は、土地に対する固定資産税相当額（滋賀県が草津市に支払う国有資産等所在市町村交付金法(昭和31年法律第82号)に基づく交付金の額をいいます。)年間８１円/㎡について負担するものとし、滋賀県に納付金とは別に、毎年度、滋賀県が指定する期日までに納入するとします。

　　なお、固定資産税相当額年間８１円/㎡は、平成２５年度における額であり、固定資産税評価替えの時期に合わせ、３年毎に見直すこととします。

（８）その他の企画提案内容
　　ア　災害等の非常時に湖南中部浄化センターや地元に貢献できる提案があれば記載すること。
　　イ　滋賀県が実施する淡海環境プラザ事業(以下「プラザ事業」という。)と連携できる内容が
あれば記載すること。
　　ウ　材料調達、施工および運営管理等について、県内に事業所を有する企業等（以下「県
内事業者」という。）の活用を図る提案があれば記載すること。
　　エ　滋賀県に何らかの負担を求める提案内容を含む場合には、その内容と金額を明示すること。
　　オ　その他の仕様、条件については別紙「矢橋帰帆島大規模太陽光発電施設設置運営事業 
仕様・条件書」のとおりとする。
４　募集等の日程
（１）募集要項の公表　　　　　　　平成２５年１０月２８日(月)
（２）現地説明会　　　　　　　　　平成２５年１１月　６日(水)
（３）質問書の受付　　　　　　　　平成２５年１１月　６日(水)～１１月１１日(月)
（４）質問書に対する回答期限　　　平成２５年１１月１５日(金)
（５）企画提案書受付期間　　　　　平成２５年１１月１８日(月)～１１月２５日(月)
（６）事業候補者決定　　　　　　　平成２５年１１月下旬
５　応募資格

（１）応募者は、次の要件の全てを満たす事業者とします。

ア　現地説明会に参加した者であること。
イ　大規模太陽光発電事業を実現することができる総合的な企画力、技術力、資金力および経営能力を有すること。
ウ　大規模太陽光発電施設の設置運営に関連する事業に関与したことがあること、もしくは現在、具体的に他の大規模太陽光発電施設の設置運営に着手していること、または同等の能力を有すると認められること。
　　エ　県税に滞納がないこと。

（２）複数の事業者で構成する連合体による応募の要件は、前号に掲げるもののほか、次のとおりです。

ア　応募および事業に必要な諸手続等を一貫して担当する法人等をあらかじめ定めること。
また、連合体の構成員の役割分担を明確にすること。
イ　原則として提案施設の所有および管理の主体を一元化すること。
（３）次のいずれかに該当する者は応募することができません。（応募者が連合体であるとき
は、その構成員の全てが該当しないこと。）

ア　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４の規定（一般競争入札に参加
させないことができる事由など）に該当する者

イ　次の申立てがなされている者
（ア）破産法(平成16年法律第75号)第18条または第19条の規定による破産手続開始の
　　申立て
（イ）会社更生法(平成17年法律第154号)第17条に基づく更生手続開始の申立て

（ウ）民事再生法(平成11年法律第225号)第21条の規定による再生手続開始の申立て

ウ　次に該当する者

（ア）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
号。以下「法」という。)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（イ）暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（ウ）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える
目的をもって、暴力団または暴力団員を利用している者

（エ）暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直
接もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者

（オ）暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（カ）上記（ア）から（オ）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、
これを不当に利用するなどしている者
　　　（キ）上記（イ）から（カ）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その
他の団体
６　現地説明会
本事業に応募を希望する場合は、現地説明会への参加を条件とします。現地説明会の参加
の申し込み方法等は次のとおりです。
（１）現地説明会日時

　　平成２５年１１月６日（水）１４時～

（２）説明会開催場所
滋賀県草津市矢橋町字帰帆2108番地（淡海環境プラザ　２Ｆ　会議室集合）
（３）提出様式
矢橋帰帆島大規模太陽光発電施設設置運営事業　現地説明会申込書（様式１）
（４）受付期間 
平成２５年１０月２８日(月）～１１月１日(金)　１２時　必着
（５）提出方法 
提出様式に必要事項を記載の上、電子メールにより受付期間内に送付してください。
メール件名：「現地説明会参加申し込み（事業者名・提出日）」
提　出　先：滋賀県琵琶湖環境部下水道課(総務調整担当)
E-mail　　：dd00@pref.shiga.lg.jp
（６）申し込み確認 
滋賀県は、申し込みを受け付けた場合、確認の電子メールを返信します。
７　問い合わせ

この募集に関する問い合わせの方法は、次のとおりです。

（１）提出様式　
矢橋帰帆島大規模太陽光発電施設設置運営事業に関する質問書（様式２）
（２）受付期間
平成２５年１１月６日（水）～１１月１１日（月）１７時　必着
（３）提出方法
提出様式に必要事項を記載の上、電子メールにより受付期間内に送付してください。

メール件名：「大規模太陽光発電施設設置運営事業に関する質問（事業者名・提出日）」

提　出　先：滋賀県琵琶湖環境部下水道課(総務調整担当) 
E-mail　　：dd00@pref.shiga.lg.jp
（４）回答
提出された質問への回答は、平成２５年１１月１５日（金）１７時までに現地説明会参加者
あてに電子メールで行います。

８　企画提案書の提出

企画提案書の提出方法等は、次のとおりです。

（１）受付期間

平成２５年１１月１８日（月）～１１月２５日（月）　１７時　必着
なお、受付時間は各日９時から１７時までとします。
（２）提出方法
持参または郵送により提出してください。

（３）提出先
住　　所：〒５２０－８５７７　大津市京町四丁目１番１号(滋賀県庁)
提出場所：琵琶湖環境部下水道課(新館４F)　総務調整担当

（４）提出書類

提出書類は、次のとおりとします。
ア　矢橋帰帆島大規模太陽光発電設置運営事業　企画提案書（様式３）

　　※連合体による応募の場合、連合体の構成（様式３－１）を提出してください。

イ　企画提案の概要（様式４）

ウ　事業者（連合体）の概要（様式５）
＜添付＞・法人登記事項証明書（３か月以内のもの）
・直近３期の事業報告、貸借対照表、損益計算書

・役員名簿
・県税の納税証明書（未納がないことの証明）
・誓約書（様式５-１）
※連合体による応募の場合、様式５の添付書類は構成員ごとに添付すること
エ　発電事業計画（様式６）　

＜添付＞・基本設計図、配置図等の図面

・事業収支計画書（別表１）
・事業スケジュール（別表２）
・関係法令等手続検討状況一覧（別表３）
オ　災害時等非常時の湖南中部浄化センターや地域への貢献に関する提案書（様式７）
カ　プラザ事業と連携できる内容に関する提案書(様式８)
　　　キ　県内事業者の活用に関する提案書（様式９）
（５）提出部数等

上記（４）の提出書類は、正本１部、副本７部およびデータを収めた電子媒体を提出してください。

（６）提案書のヒアリング

　　必要と認めた場合には、提案書に関するヒアリングを実施します。なお、開催日時および開催場所等の詳細については、別途通知します。

９　事業候補者の決定

（１）選定方法
応募者について、滋賀県において応募資格に関する書類審査を行った後、滋賀県が設置する
選定委員会において企画提案の審査および評価を行い、事業者候補者を選定します。
また、選定にあたっては、提案の一部を採用することがあります。
（２）選定基準

事業候補者を選定する際の基準は、概ね以下のとおりとします。
	評価項目
	主な評価視点
	配点

	事業者概要
	①大規模太陽光発電事業に関する企画力、技術力、資金力および経営
能力があるか。 

②大規模太陽光発電施設の設計、設置工事、運営、維持管理などの
実績は豊富か。

③長期におよぶ発電事業を継続しうる経営基盤を有するか。会社経営
は安定し信用力があるか。
	２０

	事業計画
	①発電事業の運営形態は、実現可能な計画になっているか。

②発電規模などシステム構成は妥当か。

③発電事業収支計画は妥当か。

④構築に向けた施工体制・方法等は適切か。

⑤維持管理体制・点検手法は適切か。

⑥事業期間、住民対応、関係法令等の手続きなど事業スケジュールは
妥当か。
⑦地域経済の活性化に資する提案となっているか。
	２０

	納付金
	①納付金額
	３０

	災害等非常
時の提案
	①災害等非常時に、湖南中部浄化センターや地元に貢献する提案内容
となっているか。
	１０

	プラザ事業

との連携に

関する提案
	①プラザ事業と連携できる提案内容となっているか。

	１０

	県内事業者
の活用に
関する提案
	①材料調達、施工および運営管理等について、県内事業者の活用が
図られる提案内容となっているか。
	１０


（３）審査結果の通知および公表

審査結果は、書面により応募者に通知（連合体で応募した場合は、代表者に通知）します。
また、審査結果（事業候補者およびその提案概要、応募状況（応募者数）等）については、
下水道課ホームページへの掲載を予定しています。
なお、審査結果についての質問や異議等は一切受け付けません。
１０　協定の締結等 
（１）協定書の締結

ア　事業候補者は、選定委員会の選定結果に基づき、滋賀県と協議の上、矢橋帰帆島大規模太陽光発電設置運営事業　事業計画書（様式３－２）および関係書類を提出するとともに、滋賀県と速やかに事業化に向けた協定を締結するものとします。この場合において、提案書提出時の内容から変更がないときは、事業計画書への関係書類の添付を省略することができます。

　イ　事業候補者に事故等があり協定締結が不可能となった場合は、選定委員会の定める一
定基準以上の者で次点の応募者を交渉相手とします。

（２）行政財産使用許可申請書の提出

　　ア　事業候補者は、滋賀県公有財産事務規則(昭和40年滋賀県規則第１号)第27条の規定
　　　に基づき、滋賀県あて行政財産使用許可申請書を提出してください。

イ　使用許可に係る使用料は、免除とします。

ウ　使用許可期間は３年単位としますが、本事業の実施状況に特段の問題がない限りにお
いては、滋賀県との協議により更新できるものとします。

（３）国の設備認定
　　事業候補者は、電気事業者と系統連携の協議の上、経済産業大臣の設備認定および電気事業者への系統連係に関する契約の申込みを平成２６年３月までに行ってください。

１１　失格

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。

（１）提出書類に、虚偽の記載をした場合

（２）「５応募資格」の（３）に該当することが判明した場合

（３）県がその他公平性に影響を与える行為があったと判断した場合
１２　留意事項
（１）提出書類の取扱い

提出された企画提案書の変更、差替えおよび再提出には応じられません。また、提出され
たすべての書類および電子媒体は返却しません。
なお、電子メールおよび郵便について通信事故があった場合でも、滋賀県は一切の責任を
負いません。

（２）企画提案に係る著作権等の取扱い

応募された企画提案の著作権は、その応募者に帰属します。また、設置事業者からの企画
提案については、滋賀県の広報活動等において使用できるものとします。
企画提案書の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本国の法令
に基づき保護される第三者の権利の対象となっている方法等を使用した結果生じた責任は提
出者が負うこととします。

（３）応募者の複数提案の禁止

応募者は複数の提案を行うことはできません。

（４）費用の負担

応募に関する必要な費用は、応募者の負担とします。

（５）送電の系統連系

送電への系統連系に係る電気事業者への申し込みは設置事業者で行ってください。
（６）作成に用いる言語等

本提案募集の手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本標準および
計量法によるものとします。
１３　担当窓口

滋賀県琵琶湖環境部下水道課(総務調整担当)
〒520-8577　滋賀県大津市京町四丁目１番１号(新館４F)
電　話：０７７－５２８－４２１０
Ｆａｘ：０７７－５２８－４９０８
E-mail：dd00@pref.shiga.lg.jp
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